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　近年、国際協力分野において、研修、留学、駐在など日本滞在の
経験を有する親日・知日派人材ネットワークの構築が注目を集め、
その重要性が再認識されている。従来の国際交流、民際交流の枠に
留まらず、安定的外交関係の維持・発展、経済活動での連携など、
より能動的なネットワークづくりが期待されており、その必要性
が、協力対象国から日本へ、という方向から、日本から協力対象国
へという方向に変わってきているのが特徴的である。
　この傾向のきっかけの一つとなったのが、2012年に実施された外
務省および国際協力機構（JICA）によるわが国研修員受入事業の横
断的レビューだ。同レビューで
は、わが国の研修員受入事業が他
の先進国による支援では例のない
独自のスキームを有しており、開
発途上国の人材育成のみならず、
親日・知日派の創出につながって
いることが再確認された。他方、
長期的視点での研修員との連携が
希薄であり、研修終了後も交流や
連携が維持されるような関係強化
を進めるべきであることも提言さ
れている。現政権が打ち出している国家安全保障戦略や日本再興戦
略においても、海外の親日・知日派人材ネットワーク構築の強化が
盛り込まれている。
　こうした状況下、JICAインドネシア事務所は同国における帰国研
修員に特化したネットワーキングの現状・ニーズ把握および今後の
強化・拡充策の検討材料を収集するため、14年９月～15年２月にわ
たり「インドネシア国帰国研修員支援に係る情報収集・確認調査」
を実施した（弊センター受注）。
　同調査を通じて、インドネシアには非常に多くの日本関係の同
窓・友好会組織が活発な活動を展開していることが確認された。
JICA帰国研修員の同窓会では、国別・課題別研修のIKA-JICA、青
年研修のKAPPIJA21、国家警察のSAKURA、財務省のJapan 
Alumni & Returneeなどが主な組織であり、専門分野の情報・経験
共有だけでなく、交流活動も行っている。文科省やイ政府奨学生を

中心とした同窓会である元日本留学生協会のPersadaは私立大学も
運営しており、日本語検定試験の事務局も請負っている。産業実習
生同窓会のHIDA-AOTS同窓会は、人材育成・産業振興、国際協力
活動、日本語教育事業など積極的な活動を展開している。さらに、
最近では新しいタイプの同窓・同好会として、KAJI Kaiが存在感を
増している。日本留学経験者や日系企業社員から日本に興味を持つ
者に至るまで自由に参加できるKAJI Kaiは、オフィスを持たず、イ
ンターネットベースの情報共有・活動を展開しており、インドネシ
ア人、日本人双方とも手軽に参加できること、調整がスピーディー

に行われることなどから、会員数
が急速に伸びている。これらのほ
かにもこの紙面では紹介しきれな
い程の多種多様な日本関連の同窓
会・同好会が存在する。
　これらの同窓会・同好会を支
え、盛り立ててきたのは、活動的
な個人であることに驚かされる。
彼らは日－イの架け橋として、周
囲への働きかけに長けた独創的な
ネットワーカーであり、日－イ友

好関係のキー・パーソンとも言える人々である。日本に深い思い入
れを持った彼らの存在は、次世代、次々世代にまでも影響を与えて
いる。日－イ友好のキー・パーソンとして知名度の高い人物として
は、前プルサダ会長で現商業大臣のラフマット・ゴーベル氏、
IKA-JICA創設者で現インドネシア盆栽愛好家協会ジャカルタ支部
長のサプトダルソノ氏（2014年旭日双光章受章）、アストラ国際グ
ループ理事、アストラ財団会長でHIDA-AOTS同窓会長であるマル
トノ氏などが挙げられる。
　長年にわたる日－イ間の国際協力によって蓄積された英知、構築
されたネットワーク、創出された貴重なアセットが、今後も二国双
方およびASEAN域内で有機的かつ効果的に機能・連携し続けるこ
とが望まれる。上述のような二国間友好にコミットしたネットワー
カーが活躍できる場の創出に、今後大いに期待したい。
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15年１月17日開催の調査結果共有セミナーにて、効果的ネットワーク構築について熱く
語るインドネシア国家官房技術協力局長

期待の高まる親日・知日派ネットワーク構築
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